
 上野たかし議員は9月12日の一般質問で、

東海第2原発を抱える茨城県でマグニチュード5.０以上の

地震が東日本大震災以降に頻発している問題を指摘し、再

稼働を認めないよう知事に求めました。 

 東海第2原発から30キロ圏内は約100万人が居住する人

口密集地です。上野議員は「全国には2千もの活断層があ

り、いつどこで大地震が起きてもおかしくない」と述べた

うえで、東日本大震災以降、全国でマグニチュード5.0以

上の地震が起きたのは638回で、その4分の1に当たる

153回が茨城県で発生し、地震活動が活発化していると指

摘しました。 

 知事は「原発の地震対策は重要課題」との認識を示しな

がらも、再稼働については「国の方針が示された段階で、

県の原子力関係機関の検証・審議を踏まえ、県議会、地元

自治体と協議して県の方針を決める」と従来の答弁をくり

返しました。 

 山中たい子議員は9月27日の県議会予算

特別委員会で、市町村や茨城租税債権管理

機構が国民保険税の未納者に厳しい差押えや取り立てを強

行している実態を明らかにしました。 

●「高すぎて払いきれない!」 

 茨城県の税の収納率は住民税92.6%、固定資産税92.5%

ですが、国保税は68.4%と、「高すぎて払い切れない」と

いう状況が浮き彫りになっています。 

 山中議員は、国保税の引き下げを要求したうえで、給与

や年金の差押えについて、差押え禁止財産の徹底を求めま

した。払うべき税金や社会保険料に加え、最低限の生活費

として1人10万円と、生計を同じくする扶養家族1人につ

き4万5千円を加算した額は、差押えが禁止されています。 

●年金や給料の違法な差押えやめよ 

 租税債権管理機構から給与差押え通告を受けた男性は、

当初、手取り19万円のうち14万円の納付を求められまし

た。山中議員は「これでは手元に残るのは5万円であり、

法令違反にあたる。命を守るべき国保が、生活苦に追い打

ちをかけてはならない」と指摘しました。 

 知事は、「具体的事例は承知していない。法違反という

のであれば、(当事者が)主張していただきたい。管理機構の

法律違反というのは想像しがたい」などと答えました。 

  

会 派 名 人数 交付額（円） 支出額（円） 返還額（円） 

いばらき自民党 45 160,800,000 144,467,524 16,332,476 

自民県政クラブ 5 18,000,000 18,005,423 0 

民進党茨城県議会議員団 5 18,000,000 16,622,251 1,377,749 

茨城県議会公明党議員会 4 14,400,000 14,147,954 252,046 

日本共産党茨城県議会議員団 3 10,800,000 10,648,165 151,835 

茨城の元気な明日を創る会 1 3,600,000 3,600,082 0 

会派に対して、所属議員１人当たり月額３０万円が交付されます。 県議団ニュース等発行費・・・・・･   

事務局員人件費（１名分）・・・・・･   

交通費（ガソリン・高速代）・・・・・･    

資料購入・資料作成費・・・・・・・･ 

事務費(電話代･ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾘｰｽ)・・・･ 

視察・研修費・・・・・・・・・・・・・・・・･ 

ホームページ作成・管理費・・・・･ 

要請陳情等活動費・・・・・・・・・・･ 

会費(自治研､八ﾂ場議員の会)・･･ 

     合 計 

5,543,155円 

2,459,647円 

853,924円 

772,246円 

560,401円 

219,500円 

208,332円 

19,560円 

11,400円 

10,648,165

▼日本共産党茨城県議団 2015年度支出内訳 

 政務活動費から

支出した領収書は

すべて、議長に提

出することになって

います。領収書は

情報公開により、

閲覧することができ

ます。県議会事務

局に問い合わせ  

ください。 

 江尻かな議員は９月30日の議会最終日

に、採決に先立って討論にたちました。 

 八ッ場ダム事業費の増額に同意する議案について▽当初

計画の2.5倍の5,320億円に膨れ上がる▽県負担金も42億

円増額され、311億円に達する─などと指摘。 

 「再度の工期延長や事業費増額も予想されるなか、国に

対して『コスト縮減』や『工期短縮』の知事意見を付すこ

とにどれだけの意味があるのか」と批判しました。江尻議

員は利水、治水の両面で必要のない八ッ場ダム建設からの

撤退を要求し、議案に反対を表明しました。 

 また、日本共産党が提案した「核燃料サイクルの断念を

求める意見書｣、｢社会保障給付費の削減に反対する意見

書｣、｢政府による沖縄への強権と無法に抗議する意見書」

の可決を求めました。 

 さらに、県民から出された「TPP協定を批准しないこと

を求める請願｣、｢所得税法第56条の廃止を求める請願｣、

｢八ッ場ダムの事業費増額に不同意を求める請願」の採択を

主張しました。採決の結果、意見書も請願も日本共産党 

３名の他に賛同する議員がなく否決されました。 
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